
現　　状 論　点　・　課　題 解決の方向性（議論のたたき台）

共働事業提案制度について

共働の推進の現状・課題

（制度概要）
●NPOからの事業提案に基づき採択された事業について、翌
年度、事業実施団体と市担当課で実行委員会を組織し、企画
段階からNPOと市が事業に関与。
●経費負担割合、事務役割分担等を定めた共働協定書を締
結。

（制度の目的）
●きめ細かな市民サービスの提供
●効果的・効率的な地域課題の解決
●都市活力の向上

（応募資格）
●NPO法人又は10人以上の任意団体。

（事業実施時期）
●事業は事業提案の翌年度実施。

（経費等）
●NPOの負担は総事業費の５分の１以上、市の負担は総事業
費の５分の４以内。また、備品等財産の取得は認めていない。
●採択された事業は、NPOと市の共働で実施するが、市職員の
人件費等は認めていない。

（事業収入）
●共働事業実施により収入が生じた場合は、NPOと市の経費負
担割合に応じて年度末に精算する。

（成果物の帰属）
●事業の実施によって得られた成果物については、両者に帰
属するものとしている。

（審査・評価）
●外部有識者や市職員らで構成する第三者委員会において審
査・評価。

（事業の継続）
●原則として単年度実施。

（制度概要）
●新規事業の提案とともに、既存事業を共働化する提案も求め
る必要があるのではないか？
●提案事業の内容に相応しい共働手法を選択できるようにする
必要はないか？（実行委員会形式のほか、広報支援、場所の提
供、提案公募型委託等の提案も認める必要はないか）
●実行委員会形式で事業を実施するかたちでよいか？
●共働協定書の内容は適切か？

（制度の目的）
●制度の目的は十分達成されているか？
●新しい制度の目的をどこに設定するか？

（応募資格）
●応募資格はNPO法人又は任意団体でよいか？公益認定法
人などの扱いをどうするか？

（事業実施時期）
●実施は提案の翌年度だが妥当か？時期を逸していないか？

（経費等）
●提案団体に費用負担を求めることは適当か？団体の費用負
担の水準は適当か？
●備品購入、システム構築等の経費計上と財産取得を認める必
要はないか？
●採択事業の実施に際し、人件費や人員を措置するなど、行政
側の共働体制も整備する必要はないか？

（事業収入）
●共働事業から生じた収入は費用負担割合に応じた精算でよ
いか？NPOの営業努力を引き出す仕組みになっているか？

（成果物の帰属）
●共働事業によって得られた成果物について、両者の共有とし
ておいてよいか？

（審査・評価）
●事業の選考期間は適切か？
●審査・評価に市民参加の視点を取り入れる必要はないか？

（事業の継続）
●事業継続を可能とした制度とする必要ないか？
●複数年型事業の提案を可能とした制度とする必要ないか？

（その他）
●共働事業を通じてNPOのエンパワメントは実現しているか？
NPOが継続性を持って活動できるよう、更なるエンパワメント施
策が必要ではないか？
●共働事業提案制度は市民やNPOに浸透しているか？また制
度は市民性の醸成に寄与しているか？

（制度概要）

（制度の目的）

（応募資格）

（事業実施時期）

（経費等）

（事業収入）

（成果物の帰属）

（審査・評価）

（事業の継続）

（その他）
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現　　状 論　点　・　課　題 解決の方向性（議論のたたき台）

その他の多様な共働について

（後援名義）
●後援名義の基準の有無や手続き等が部局毎に異なる

（委託）
●福岡市契約登録業者として登録されたNPOは２件

（補助）
●事業に対する補助はあるが、資金の使途についての制約が
多く、人件費、管理費、備品の購入、ハード整備への補助がな
い。

（物的支援）

（広報支援）
●紙面に限りがあるが、市の主催事業、後援事業については、
市政だよりで掲載が可能。
●市関連施設毎に、チラシ設置基準を設け、チラシ配布を可能
としている。

（その他）

（後援名義）
●審査基準や手続きを整備する必要はないか？

（委託）
●NPO法人の業者登録件数は適切か？
●NPO法人のエンパワメントの観点から、NPO法人に対する業
務委託の件数・総額は妥当な水準か（同規模の他都市と比較し
てどうか）？
●委託に係る経費積算は適切になされているか？（NPO法人の
エンパワメントに寄与しているか）

（補助）
●事業内容や団体のニーズに応じて、補助対象を拡大する必
要はないか？
●補助事業の選定過程に市民参加の要素は加味されている
か？
●金銭補助は、社会課題の効果的解決やNPO法人のエンパワ
メントに寄与しているか？
●補助金の成果を市民に示しているか？

（物的支援）

（広報支援）
●市関連施設のチラシ設置可能施設や設置基準を一覧でまと
め、NPO法人の便宜を図る必要はないか？

（その他）

（後援名義）

（委託）

（補助）

（物的支援）

（広報支援）

（その他）



現　　状 論　点　・　課　題 解決の方向性（議論のたたき台）

行政内部における共働体制の整備について

（制度の整備・構築）
●共働を具体的に規定した条例、指針、ガイドライン、マニュア
ル等の整備がなされていない。

（職員の意識啓発・育成）
●職員に共働についての理解が浸透していない。

（庁内組織の体制）
●各部局に共働推進のための担当者がいない。また、庁内横
断的な推進組織が設置されていない。
●共働事業を実施する際、相当の業務量が増える一方、増えた
業務量に対応する人員が配置されていない。
※H19年度福岡市職員調査によると、「NPOとの共働がなかった理由」とし
て、「本来業務が多忙のため」との意見があった。また、「福岡市がNPOと行
政との共働が進んでいないと思う理由」として、「職場での対応ができてい
ない」「一部の者だけであり、職員への積極参加に対する組織の支援体制
が十分ではない」との意見があった。

（制度の整備・構築）
●共働の定義、意義、手続等が不明瞭であるため、整備が必要
ではないか？

（職員の意識啓発・育成）
●共働についての理解を深める仕組みづくりが必要ではない
か？身近に共働事例がないため、共働事例集は必要ないか？

（庁内組織の体制）
●各部局に共働担当窓口の設置が必要ではないか？
●庁内横断的な推進組織が必要ではないか？
●新規の共働事業が採択された際、増えた業務量に対応する
人的措置は必要ないか？

（制度の整備・構築）

（職員の意識啓発・育成）

（庁内組織の体制）

経験がある 13.9%

経験はない 86.1%

市職員の共働の経験
(H19福岡市職員）



現　状 論　点　・　課　題 解決の方向性（議論のたたき台）

NPOの人材について

（職員・スタッフ）
●NPO活動を担うスタッフ数は不足しているか？NPO活動の担
い手確保のための施策は必要か？
●NPOは雇用の受け皿となっているか？NPOの雇用能力を上
げるための施策は必要か？

（専門人材）
●広報、財務、法務、労務等の知見あるスタッフは不足している
か？専門人材の確保・育成のための施策は必要か？

（市民参加の数）
●NPOは市民の公益活動（ボランティア活動）の受け皿となって
いるか？（市民性の醸成に寄与しているか）
●市民の社会参加意識と公益活動を結び付ける仕組みが必要
ではないか？

（職員・スタッフ）

（専門人材）

（市民参加の数）

ＮＰＯ活動の促進の現状・課題

（職員・スタッフ）
●NPOの７割近くが、10人未満のスタッフで運営されており、ま
た６割のNPOでは常勤スタッフがいない状況にある（内閣府調
査）。
●NPOの正規職員で７割強、非正規職員で８割強が女性。無償
ボランティアだと男女同比（労働政策研究・研修機構調査）
●スタッフの年齢別構成では、40歳未満が２割を下回り、40歳
～59歳が５割を超える。また有償ボランティアは60歳以上が一
番多く、55％程度（同調査）。
●NPO活動をしている者のうち、有給職員の占める割合は25％
程度。また平均給与は、正規職員で200万円程度であり、非正
規職員で80万円程度（同調査）。
●若年有給従事者の平均給与は、専従職の場合、年収100～
200万円（33.7%）又は200～300万円未満（32.7%）が多い（第一
生命経済研究所調査）

（専門人材）
●広報、財務、法務、労務等の能力を有するスタッフが少ない。

（市民参加の数）
●福岡市では８割近くが市民公益活動を必要だと思っている
が、過去5年間市民公益活動に参加したことがある者の割合は３
割にとどまる（福岡市調査）。

0人 17.3%

1人以上5人未満 32.5%

5人以上10人未満 17.4%

10人以上20人未満 15.4%

20人以上50人未満 8.4%

50人以上 1.4%

無回答 7.5%

スタッフ合計数
（H20内閣府）

0人 60.4%

1人以上5人未満 23.9%

5人以上10人未満 4.4%

10人以上20人未満 2.7%

20人以上50人未満 1.0%

50人以上 0%

無回答 7.5%

常勤スタッフ数
（H20内閣府）

参加したことがある・
現在参加している

29.7%

全く参加したことがな
い

67.3%

無回答 3.0%

過去5年間、市民公益活動に参加し
たことがあるか(H18福岡市）

必要である 46.6%

どちらかといえば必要である 32.2%

どちらかといえば必要ない 2.7%

必要ない 1.8%

わからない 14.1%

無回答 2.7%

市民公益活動は必要だと思うか
(H18福岡市）
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現　状 論　点　・　課　題 解決の方向性（議論のたたき台）

NPOのモノ・場所について

（モノ）

（活動拠点）

（活動場所）

（モノ）
●４割以上のNPOが「活動に必要な備品や器材の提供」を求め
ている（内閣府調査）。

（活動拠点）
●福岡市内のNPOのうち、６割弱の団体が自宅や勤務先を事
務所としている（自宅や勤務先以外に事務所を有する団体は３
割超）（福岡市調査）。

（活動場所）
●５割以上のNPOが「活動や情報交換の拠点となる場所の確
保・整備」を必要としている（内閣府調査）。

（モノ）
●「提供したい」という市民や企業と、「譲ってほしい」という団体
とを結びつける仕組みは必要か？

（活動拠点）
●活動拠点となる場所の提供を行う必要はあるか？

（活動場所）
●福岡市NPO・ボランティア交流センターに加えて、活動場所
の確保と提供を行う必要はあるか？
●福岡市NPO・ボランティア交流センターに加えて、NPOが活
動情報を提供できる場所を確保・提供する必要はあるか？



現　状 論　点　・　課　題 解決の方向性（議論のたたき台）

NPOの資金について

（資金不足）
●福岡市のNPOは、年間予算規模100万円未満の団体が5割超
であり、事業規模の小さい団体が多い（福岡市調査）。
●NPOが行政に求める支援策としては、「活動に対する資金補
助」が７割強と最も多い（内閣府調査）。

（寄付・会費収入）
●年間収入に占める寄付収入、会費収入は、それぞれ約６％と
少ない(内閣府調査)。
●NPO法人の約４割は、市民や企業から寄附や寄贈を増やす
ための取り組みを行っていない（内閣府調査）。

（補助金収入）
●年間収入に占める補助金収入は３割弱（内閣府調査）。

（事業収入）
●年間収入に占める事業収入は６割弱（内閣府調査）。

（福岡市NPO活動支援基金）
●寄付受入額は、６年間で960万円程度（うち民都拠出金500万
円）であり、これを原資とした補助実施額は、740万円程度（平成
21年度末現在））

（資金不足）
●NPOの事業規模は適正規模か（活動内容に照らして必要十
分な事業資金を獲得できているか）？

（寄付・会費収入）
●寄付・会費収入の額、収入割合は適正規模か？
●NPOが寄付や会員を増やし易い環境をつくるためには、どの
ような施策が必要か？

（補助金収入）
●補助金収入額、補助金収入割合は適正規模か？

（事業収入）
●事業収入額、事業収入割合は適正規模か？

（福岡市NPO活動支援基金）
●基金制度は市民から十分認知されているか？
●個人からの寄付は十分か？
●企業や法人からの寄付は十分か？
●寄付者のリピーターは獲得できているか（寄付者IRは徹底さ
れているか）？
●審査の過程に市民参加の要素は加味されているか？
●補助によってNPO法人のエンパワメントにつながっているか
（資格要件、補助率、補助上限回数などは適切か）？
●単年度補助や事業費補助で、NPOの継続的活動に対して十
分な支援ができているか？
●支援希望付き寄付を獲得するNPOの努力を評価し推奨する
仕組みになっているか？
●基金制度は市民性の醸成に寄与しているか（市民の社会参
加意識と公益活動を結び付ける役割を十分果たせているか）？

（資金不足）

（寄付・会費収入）

（補助金収入）

（事業収入）

（福岡市NPO活動支援基金）

10万円未満 24%

10万円～100万円未満 34%

100万円～500万円未満 20%

500万円～1000万円未満 9%

1000万円以上 14%

年間予算規模（H20年度あすみん）

事業収入 55.2%

補助金 28.2%

寄付金 5.9%

会費 5.7%

利子収入 0.2%

家賃収入 0.1%

賃貸料 0.1%

配当収入 0.0%

地代収入 0.0%

その他 4.6%

収入の内訳
（H20内閣府）

10万円未満 22.1%

10～30万円未満 13.3%

30～50万円未満 6.8%

50～100万円未満 7.0%

100～200万円未満 5.2%

200～500万円未満 5.4%

500～1000万円未満 3.8%

1000～2000万円未満 3.6%

2000～5000万円未満 3.0%

5000万～1億円未満 1.0%

1～2億円未満 0.3%

2億円以上 0.0%

無回答 28.3%

収入の総額
（H20内閣府）



論　点　・　課　題 解決の方向性（議論のたたき台）

NPOの情報・ネットワーク・信頼について

（情報公開）
●約4分の3のNPO法人が情報公開を重要と考えており、ほとんどの
法人が法律で義務付けられた書類を公開。約４割の法人は法律上義
務付けのない書類についても公開（内閣府調査）。
●世論調査では、６割の国民が現在入手できるNPOに関する情報量
は不十分と回答。十分と答えたのは１割未満（内閣府調査）。
●世論調査では、NPOの活動が活発になるために行政が行うべき施
策は何かの問に対し、「NPOに関する情報提供の充実」が約５割と最
も多い（内閣府調査）

（情報・ネットワーク）
●団体相互、地域、行政、企業、大学等とのネットワークの不足。

（信頼）
●世論調査では、NPO法人に信頼できる印象があるかの問に対し、
「信頼できる」とした者の割合は約3割（内閣府調査）

（情報公開）
●NPOの情報公開や情報発信は十分行われているか？NPO法
人の情報公開や情報発信を支援する施策は必要か？

（情報・ネットワーク）
●NPOがより良く活動するために、行政が提供できる情報はある
か？
●多様な団体が集積するメリットを活かせているか？
●団体相互間、地域、行政、企業、大学との連携づくり、ネット
ワークづくりの仕組みは必要ないか。

（信頼）
●NPOは市民に認知され応援された存在となっているか？
●市民がNPOを評価する際の指標はあるか？何らかのものさし
が必要ではないか？
●悪用事例への対応等において、行政は如何なる対処をする
べきか？

（情報公開）

（情報・ネットワーク）

（信頼）

活動の目的 57.3%

これまでの活動成果 34.8%

今後の活動予定 25.9%

活動の規模 19.9%

社会一般の評価 19.5%

収支や資産残高など
の財務状況

10.7%

役員、従業員への報
酬、給与

6.9%

役員、会員、スタッフ
の名簿

5.5%

ＮＰＯに寄附した者の
名簿

2.1%

その他 0.5%

特にない 13.2%

わからない 10.7%

重要だと思うＮＰＯの情報
（H17内閣府世論）

93.7%

66.8%

47.1%

ホームページ 23.1%

広報誌 18.5%

中間支援組織の広
報媒体

13.3%

新聞 0.8%

その他 4.2%

ＮＰＯ法人の情報開示の方法
（H17内閣府）

何らかの方法で公開

事務所内の閲覧

事務所内の閲覧以外の
方法で公開

内
訳

無回答

95.4%

41.3%

社員全員の名簿 23.6%

寄附の受け入れ状況 19.0%

寄附を充当した事業の
内容

13.3%

役員の報酬、従業員の
給与に関する規定又
は支給状況

12.7%

主な取引先と取引状況 6.6%

その他 4.1%

1.6%

公開している情報（H17内閣府）

法で義務付けされた書類

法の義務づけのない書類

内
訳

無回答

悪用事例が発生しないように行政が審査・
監督を厳しくするべき

61.5%

悪用事例が発生した時点で、行政が速や
かに対処すべき

40.4%

ＮＰＯ法人の情報公開を徹底し、市民がＮ
ＰＯ法人を十分チェックできるようにすべき

35.2%

ＮＰＯ法人の役員に対する責任を重くする
ことで悪用を抑制すべき

21.6%

その他 0.4%

簡易な手続きである以上やむを得ない 2.7%

わからない 11.2%

悪用事例への対策（H17内閣府世論）









１．審査委員の評価

●事業の評価は「共働のプロセス」及び「事業の成果」について７人の審査委員の採点合計から総合評価を算出。その後、審査委員会での協議により最終的な評価を決定。

シティプロモーション

Ｎｏ1 Ｎｏ2 Ｎｏ3 Ｎｏ4 Ｎｏ5 Ｎｏ6 Ｎｏ7

チルドレンズミュージアム事業 子どもとメディアのよい関係づくり事業 ひきこもり青年社会参加支援事業 企業向けワークライフバランス実践セミナー かなたけの里公園を拠点としたまちづくり事業 志賀島歴史と自然のルートづくり事業 海外エイジング視察コーディネート事業

Ａ Ｂ Ａ Ｃ Ｂ Ａ Ｂ

放課後の遊び場づくりモデル校のうち希
望する校区とＮＰＯが連携して実施

共働事業として
継続

成人期ひきこもり地域支援センター（仮
称）を設立予定

共働事業として
継続

共働事業として
継続

共働事業として
継続

共働事業として
継続

２．報告会参加者の投票結果・事業への意見感想

●報告会参加者が「共働の効果が出ている事業」、「よくやっていると思う事業」に投票した結果（得票数の多い順）と、各事業へのご意見や感想を記載。

チルドレンズミュージアム事業 子どもとメディアのよい関係づくり事業 ひきこもり青年社会参加支援事業 企業向けワークライフバランス実践セミナー かなたけの里公園を拠点としたまちづくり事業 志賀島歴史と自然のルートづくり事業 海外エイジング視察コーディネート事業

3 6 1 7 4 2 4

事業への意見・感想

●共働することが、実態に即した調査結
果を生んでいると感じた。
●現代の子ども達にとってメディア（特
に携帯電話）との関わり方については、
難しいものがあると思います。今年度の
事業展開に期待します。
●共働での調査等がうまくいったのは理
解できた。評価につながる展開は今後の
取組み次第だと思う。
●共働事業の効果として「効率的」とい
う単語がでていたのが、おもしろかった
です。ＮＰＯとの共働は効率が悪くなり
そうというイメージが払拭されました。
●初年度の調査は大変大規模なもので、
大変貴重な調査データが得られたことと
思います。次年度はこの調査をもとに、
プログラム作りをされていくことですの
で、今後の展開に期待しています。
●メディアの害だけを伝えてもあまり効
果がない。メディアの良さも含めて、良
い関係良い活用を提案してほしい。
●啓発講座は長期にわたる実施が必要な
のかと思われます。
●前年度の事業では重要なデータが入手
できたと思う。今年度の啓発を通じてメ
ディアへの依存が緩和できればよいと思
う。

●成果がわかりやすく次のステップがみ
えやすかった。単年度実施なのもスピー
ド感と潔さがあって良いと思う。
●共働担当課の熱意（本気度）を感じま
した。
●２つのＮＰＯと行政が一つの課題に対
して共に汗をかく共働事業のひとつのモ
デルとして感心しました。行政の方が行
政らしさを出すことですばらしい結果を
出していると思います。
●非常に難しいと思われた本人へのアン
ケート調査による現状把握やひきこもり
青年の居場所開設、ネットワーク会議の
開催等、実績が上がったことは評価出来
ます。次の展開が楽しみです。
●「ひきこもり青年の集い」の効果が印
象的でした。継続的に参加した人すべて
が確実に変わっていったとのことで、社
会問題のひきこもりの対策として今後拡
大していくと良いのでは、と思いまし
た。
●実際に社会に踏み込むことのできた人
がいたという報告を受け、新設されるセ
ンターに期待が膨らんだ。
●ＮＰＯの方の熱意が印象的だった。
●三者の熱い思いでマッチングが大成功
した事例だと思います。このネットワー
クが更に広がっていくと良いですね。

●ワーク・ライフ・バランスの考え方を
普及させて、働きやすい環境ができれば
良いと思う。しっかりとした成果を出し
てほしい。
●テーマが幅広く、子育てや介護などに
特化した取組の推進がより効果的と考え
られる。国や県との連携は具体的に何を
連携し、どう役割分担するかを先に考え
るべき。
●ワーク・ライフ・バランスという考え
は漠然としています。この言葉が持つ意
味を分かりやすく広報する必要があるの
ではないでしょうか。
●企業のニーズに対応した、という着眼
点が良かったと思います。押しつけでは
ない、広くニーズに対応したプログラム
の充実を図っていって頂きたいと思いま
す。
●セミナー以外の企業サポートの方策も
検討されてはとも思いました。
●企業に余裕がない不景気な状況の中で
実施するのは難しかったと思う。若い世
代の子育てにテーマを絞ってみてはどう
か。
●行政の「信頼」をバックに機動的にＮ
ＰＯが自由にきめ細かに活動すること
で、今後が楽しみです。是非とも「岩」
をくだいてください。

●都会と自然が近接した市の特徴を活か
した事業だと感じました。他の都市にな
い豊かな自然を活かすことで、福岡市の
強みをより強固なものにしていけるよう
にその核となってもらいたいです。
●ゴール目標が明確なので、地域の声を
生かせるよう、うまく共働を進めていっ
ていただけたらと思います。
●ＮＰＯと地域と行政の共働ということ
で、地域の方もこの事業に深く関わって
いることが、わかりました。23年度の
オープンに向け、公園を中心とした地域
の活性化がより一層進むといいと思いま
す。
●市民と行政をつなぐＮＰＯが理想的な
活動をされた事業だと思います。公共施
設のオープンに際し、今後モデルケース
となり得る事業だったと思います。
●行政、ＮＰＯ、地域が一体となって取
り組んでいることが理解でき、まさしく
共働事業だと感じられた。今後の運営は
指定管理者制度との関係整理が必要だ
が、必ず良い方向にいくのではないかと
思われた。
●地域の活性化はむずかしい問題である
と思います。広大なかなたけの里公園
が、地元住民と福岡市住民のふれあいの
場となるよう願います。

●公共事業が行えない民地の整備につい
て、ボランティアの能力を超える場合の
とてもよい取り組みであると思った。
●ＮＰＯの取り組みが光る事業だった。
福岡市の財産の魅力づくりに大きく貢献
していただいていると思う。
●長年の課題を行政、ＮＰＯ、地域とい
う多くの方の知恵と技術を持ち寄って成
果がでている、よい事例ですね。やは
り、たくさんの人が関わることで何かが
生まれるのですね。
●様々な団体との関わりの中で、共働が
有効となっていることが納得できまし
た。今後のまちづくりにうまく繋げて
いっていただけたらと思います。
●民地の問題を解決できたことは、共働
の成果だと思う。活性化構想や別事業等
との結びつき等、柔軟な対応が見られ、
素晴らしいと思う。事業終了後の継続も
重要だと思う。
●民有地が多く存在する志賀島の環境整
備事業は行政だけではできないが、それ
をＮＰＯとの共働で地域を巻き込んで
行っているところに意義がある。これこ
そ、共働事業、という感じである。

●共働の効果・メリットがわかりやすく
成果の大きい内容だと思います。今後の
活動（福祉以外の分野や他国の受け入
れ・交流など）の拡がりを期待していま
す。
●マンパワー、技術等の不足を補うのに
ＮＰＯが有効だという事例として優良と
考えます。継続できる仕組みづくりが重
要ですが、資金をどう調達していくか考
えるべきと思います。
●今回の共働を足がかりにして、福岡市
を世界に誇れるような福祉の街へと成長
させていってほしいです。
●ＮＰＯの取り組みが大きなウエートを
占めている事業で、共働の要素が乏し
かったかなと思う。ただし活動は福岡の
評価を上げる意味で非常に価値あるもの
だと思う。
●課題と需要がマッチングしたよい事業
だと思います。今後の多方面への発展、
集客につながる取り組みなど可能性を大
きく秘めた共働事業だと思います。
●エイジングに限らず、子育て分野、ま
ちづくり分野など多岐にわたる分野に応
用できる事業だと思う。是非、頑張って
継続してください。

●保護者、子ども共に満足度の高い事業
なので、全校そして継続的に実施できる
ようにＰＲ活動やノウハウ作成、指導者
の育成など今度も積極的に活動していた
だきたいと思います。
●良い意味で「楽だった」という言葉が
印象的でした。市との連携がうまくいっ
てなければ出てこない言葉だと思うの
で、いかに互いが得意分野で力を発揮し
円滑に進んだのが伝わってきました。
●学校が自主的に取り組み始めていると
いう報告を受けて共働の成果を実感する
ことができた。
●子どもたち自身が遊べなくなっている
という現状を救おうということで、なか
なか普段体験できないことができて、子
供たちにとっても、とても貴重な経験に
なったと思います。
●さらに地域に根付いた活動が行われれ
ばよい。できる限り学校、親子、地域を
中心に広がる活動が大切だと思う。
●大学生や他ＮＰＯとの協力等、今後の
発展に向けたビジョンがあり、すばらし
いと思った。「チルドレンズミュージア
ム」という言葉を聞く機会が増えればよ
いと思う。

少子高齢化に向けた対応は、日本や
アジアが直面する課題である。福岡
市内にある高齢者施設等に、アジア
諸国から視察研修に来られる際の
コーディネートを、行政とＮＰＯが
共働で取り組むことはタイムリーな
事業である。
福祉に着目した活動は、福岡市をア
ジアにＰＲする効果もある。事業の
目的に沿って、成果に結びついてい
ることが評価され、福岡市のイメー
ジアップにも寄与できる事業と思わ
れる。

一方、行政担当課として共働しよう
とする姿勢がやや消極的である。ま
た、共働事業としての行政の役割が
やはり媒介的であり、担当課がＮＰ
Ｏの活動に頼りきりになっているこ
とも懸念される。
共働の体制を早急に再構築するべき
である。

視察コーディネート事業の次のス
テップとして、行政施設との連携、
ＮＰＯの信用度のさらなる向上、ビ
ジネスモデルの確立や、福祉分野以
外での活動への拡大など、それぞれ
の立場で検討することが必要であ
る。

企業のワーク・ライフ・バランスの
推進は社会的課題であり、その実態
を抽出したことは評価できる。
一方、その意義を浸透させることは
容易ではなく、それだけに活動も難
しいものと理解する。企業を対象と
した実践セミナーの実績があがらな
かったことが、結果として残念で
あった。

自己評価では、かなり消極的な評価
が多かったが、もともと企業の関心
度の低さが問題の根底にあるため、
まずはそこからはじめるという点が
明確になったのではないかと思われ
る。
企業ニーズの把握と掘り起こしが今
ひとつであったとも思われるので、
企業にとってどんな付加価値をプラ
スしていくのかを探ってほしい。

この事業には企業の理解と協力が欠
かせない。今後は企業を巻き込むか
たちでの共働体制の検討や、行政内
部や県との連携も積極的に進めてほ
しい。

行政が地道に企業、特に中小企業、
さらには地域社会にアプローチして
いただきたい。

ＮＰＯと行政の共働に加え、地域住
民も巻き込んだ共働事業を目指して
いるところは興味深く、２１年度に
地域住民や各種団体を巻き込んで、
稲作やブドウづくりなどを行う基盤
づくりを手掛けた点は大きい。
また、公園・まちづくりの核とし
て、公園の管理・運営の組織づくり
を目指し、共働推進体制を構築した
ことは、一つの成果として評価でき
る。
一方、地域との関わりがまだ不十分
と感じられる点もあり、今後地域を
一段と巻き込む必要性を感じる。

２３年度にかなたけの里公園が暫定
オープンする予定なので、２２年度
は行政が進める公園整備事業と公園
の管理・運営方針との調整を行い、
２年間の成果を形にして欲しい。
住民の手による参加型公園づくりへ
と、いかにスムーズに移行していく
かが課題であり、今後、地域（自治
協議会）との共働にも力を注ぎ、よ
り実行力のある組織体制づくりを期
待したい。農業体験型公園というこ
とで、地域住民・ＮＰＯ・行政の三
者に加え、来場者を将来の運営に関
わらせていくかどうか、という視点
もあるのではないかと思われる。

地域振興は、地域住民の理解と、継
続させる工夫（仕掛け）が重要であ
る。ＮＰＯと地域との連携のモデル
事業として期待している。

志賀島特有の歴史も含めた財産を活
用した活動は評価できる。
行政・ＮＰＯの連携と共に、地域住
民や関係団体が各々の特性を活かし
て共働した好例であり、成果は大き
いと思われる。
事業計画に沿って、樹林地の調査・
樹木の伐採や、展望台までのルート
整備、史跡ガイドツアーを行い、実
行力を発揮し成果に結びつけたこと
も高く評価できる。

共働の効果として、ＮＰＯの経理技
術の向上が挙げられている点から、
ＮＰＯの成長（マネジメント能力の
向上）が確認され好ましい。

地域資源の活用とホスピタリティを
いかしたまちづくりを、地域やＮＰ
Ｏとの共働で実現する方法は他の地
域振興にも大いに参考となると思わ
れる。また楠の会（ひきこもり青年
の家族会）との共働にも期待した
い。

時間の経過により、今後も何年かお
きに、このような取り組みが必要と
なるが、その際の担い手の確保が課
題である。
これらの事業は、樹林地や散策ルー
トの管理運営の比重が大きいため、
地元で継続的に管理運営が行えるよ
う、今後の検討が求められる。

２２年度の
事業展開

事業名

投票順位

青年期のひきこもりへの支援という
課題に対し、共働で取り組み、成果
を上げたことは高く評価できる。関
連部署とＮＰＯがうまく歯車を合わ
せて活動を推進していったことがう
かがえた。
何より家族の負担を軽減した事が成
果と思われる。

従来把握が困難であったひきこもり
当事者や家族の現状と、求められる
今後の支援のあり方について、家族
会・支援団体・行政の強い連携と協
力のもと、実態調査を実現させたこ
とは、素晴らしい取り組みとして評
価できる。

また、共働事業の成果を踏まえ、短
期間のうちに行政が「成人期ひきこ
もり地域支援センター（仮称）」の
開設に発展させた点も、他の共働事
業の参考となる。ここまでの成果を
上げるまでに、担当者の苦労も大き
かったことは容易に想像できる。

今後も家族会や支援団体、他のＮＰ
Ｏと大いに連携しながら、この事業
の展開として開設が予定されている
「成人期ひきこもり地域支援セン
ター（仮称）」において、さらなる
支援体制が確立されることを期待す
る。

環境共生のまちづくりこども・教育 健康福祉・ライフスタイル

審査委員の講評
（総合）

ＮＰＯ・行政それぞれの目的がうま
くかみ合い、共働の相乗効果は上
がっていると思われる。

放課後の学校の活用及び子どもたち
への遊びの提供が出来た意義は大き
く、共働にふさわしい取組として高
く評価できる。
共働事業からの自立で、さらなる発
展が期待される事業である。

今後、他校、他地域でチルドレンズ
ミュージアムの活用を広めるにあ
たっては、一度も体験したことがな
い学校でも実施できるように、誰も
が指導できるようなシステムを構築
する必要がある。
希望校が手頃な費用負担で実施でき
るよう配慮するとともに、財政面
や、スタッフの確保、企画内容の拡
充などについても、今後の各校区・
地域での展開方法を研究されたい。

チルドレンズミュージアムをきっか
けに、各地で子どもたちの居場所作
りを進めてほしい。

ネットワークの拡大と、学校も含め
た共働体制確立に向けて、行政側の
努力を期待したい。

テーマ

事業名

審査委員の全体評価

ＮＰＯと行政が目的をしっかり共有
して活動しており、共働のプロセス
が評価できる。

子どもたちがメディアに依存するの
ではなく、メディアを主体的に活用
するためのプログラムや啓発はとて
も重要な課題であり、子どものメ
ディア接触と心身の発達に関する実
態調査を行い、多くの有効なデータ
が収集・分析できたことは共働事業
の成果として高く評価できる。

メディアリテラシーの効果は目に見
える形で現れにくい。その難しい課
題を、家庭の有り様も含めて社会全
体に訴え、改善していく必要があ
る。
そのためにも、今後実態調査の分析
結果を教育現場、家庭、地域におい
て効果的に活かすことが重要であ
る。
実態調査の結果をどう活用し、対策
をどう具体化していくのか、研究し
てほしい。
また、メディアや事業者への働きか
けも重要ではないかと思われる。

調査内容も素晴らしいので、２２年
度のプログラム推進者養成講座での
推進者育成や、市民への啓発事業に
期待したい。

Ａ：共働の取組、事業の成果が優れている
Ｂ：共働の取組、事業の成果がやや優れている
Ｃ：共働の取組、事業の成果ともにどちらでもない
Ｄ：共働の取組、事業の成果ともに努力が必要である
Ｅ：共働の取組、事業の成果ともに不十分で、一層の努力が必要である

評価の基準

参考：平成２１年度実施事業　最終評
価



 

福岡市共働事業提案制度実施要綱 
 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、営利を目的とせず、公益の増進に寄与する活動を行って

いる団体（以下「ＮＰＯ」という。）の専門性、柔軟性や新しい発想を活かし

た共働事業の提案を公募し、ＮＰＯと福岡市（以下「市」という。）が共働す

ることにより、市民に対するきめの細かいサービスを提供するとともに、地

域課題の効果的・効率的な解決や都市活力の向上を目的とする。 

（提案を行うことができるＮＰＯの要件） 

第２条 共働事業の提案を行うことができるＮＰＯは福岡市内に事務所を置き、

かつ市内での１年以上の活動実績を有するＮＰＯで、次に掲げる要件を満た

すものとする。 

（１）任意の団体にあっては、構成する会員が１０人以上いること 

（２）組織の運営に関する規則（規約、会則等）があり、会員名簿を備えてい

ること 

（３）予算決算を適正に行っており、特定非営利活動法人については、法令に

基づき、事業報告書等を提出していること 

（４）団体の責任者及び事業の連絡責任者が特定できること 

（５）宗教活動や政治活動を目的とした団体でないこと 

（６）特定の公職（公職選挙法（昭和 25 年法律第 100 号）第３条に規定する公

職をいう。）にある者、若しくはその候補者、又は政党を推薦支持し、又は

これらに反対することを目的とした団体でないこと 

（７）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又は、暴力団若しく

は暴力団員の統制下にある団体でないこと 

（８）事業の成果報告や会計報告ができること 

（９）共働事業の業務を遂行できる能力又は実績を有すること 

（対象となる共働事業） 

第３条 対象となる共働事業は、次に掲げる事項を満たすものとする。 

（１）公益性が高い事業で、市と共働で取り組む必要性があるもの 

（２）市民満足度が高まり、具体的な効果・成果が期待できるもの 

（３）共働の役割分担が明確かつ妥当で、相乗効果が高まるもの 

（４）提案団体の事業として実施することが可能であること 

（５）課題解決に向けた新たな視点が取り込まれていること 

（６）予算の見積もり等が適正であること 

（７）市がテーマを提示した場合は、そのテーマに該当するもの 

２ 前項の規定に関わらず、次に掲げる事業は対象外とする。 



 

（１）特定の個人や団体のみが利益を受ける事業 

（２）学術的な研究を目的とした事業 

（３）地域住民の交流行事等の親睦会的なイベント事業 

（４）営利を目的とした事業 

（５）宗教活動または政治活動を目的とした事業 

（６）福岡市から助成を受けている事業 

 (公募) 

第４条 市長は、前条に規定する共働事業提案を公募とする。 

(共働事業の実施) 

第５条 共働事業は、募集年度の翌年度に実施する。 

(共働事業提案書の提出) 

第６条 共働事業を提案しようとするＮＰＯは、共働事業応募書（第１号様式）

により市長に提出するものとする。 

２ 前項の共働事業応募書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

（１）共働事業提案企画書（第２号様式） 

（２）共働事業収支予算書（第３号様式） 

（３）団体の概要書（第４号様式） 

（４）役員、会員名簿等 

（５）定款、団体規約の写し 

（６）前年度活動報告書 

（７）前年度収支計算書 

（８）団体の活動内容がわかるもの（チラシ、パンフレットなど） 

 (審査委員会の設置)  

第７条 市長は、提案された共働事業について第９条に規定する審査を行うた

め、福岡市共働事業提案制度審査委員会（以下「審査委員会」という。）を設

置する。 

２ 審査委員会の運営に関し必要な事項は、市民局長が別に定める。 

（審査及び報告） 

第８条 審査委員会における審査は、書類による 1 次審査及び公開で実施する

プレゼンテーションによる２次審査とする。 

２ 審査委員会は、第１項の審査結果をとりまとめ、市長に報告する。 

（共働事業の実施の決定） 

第９条 市長は、前条第２項の審査委員会の報告に基づき、実施する共働事業

を実施するか否かについて決定する。 

（協定の締結） 

第 10 条 市長は、前条の規定により決定した共働事業（以下「決定事業」とい

う。）の実施に当たり必要な事項について、当該事業を実施するＮＰＯ（以下

「実施団体」という。）と協定を締結する。 



 

（決定事業に係る費用の負担） 

第 11 条 市が負担する経費は、決定事業の実施に必要な総事業費の５分の４以

内で、１事業あたり４００万円を限度とする。 

２ 前項の費用は、決定事業に直接必要とする経費で、実施団体の人件費（決

定事業に直接関わる人件費は除く。）及び事務所の賃借料、光熱水費等の管理

に必要な費用は対象としないものとする。 

３ 決定事業の役割分担により、市に事務費等の経費支出が生ずる場合は、そ

の経費を総事業費に含めるものとする。ただし、市職員の人件費は含まない。 

４ 決定事業終了後に残余金が生じたときは、市は、負担割合に応じて返還を

求めることができる。 

（共働促進アドバイザーの設置） 

第12条 市長は、共働促進アドバイザー（以下「アドバイザー」という。）を設

置する。アドバイザーは、公平・中立の立場で実施団体と市の共働事業実施

担当部署（以下「事業部署」という。）の協議に立ち会い、両者の協議が円滑

かつ効果的に進めるための助言を行う。 

２ アドバイザーは、第２次審査後から、実施団体または事業部署の要請に応

じて、協議に立ち会うことができる。 

３ 前項のほか、アドバイザーの運営に関し必要な事項は、市民局長が別に定

める。 

（決定事業の変更） 

第 13 条 実施団体と事業部署が、決定事業に係る協定の内容を変更しようとす

るときは、速やかに市長の承認を受けなければならない。ただし、軽微な事

項については、この限りでない。 

（決定事業に係る報告等） 

第 14 条 市長は、決定事業の実施状況の報告を必要に応じて実施団体に対し求

めることができる。 

（実績報告） 

第 15 条 実施団体と事業部署は、決定事業が完了したときは、共働事業実績報

告書（第５号様式）に次の書類を添えて市長に報告しなければならない。 

（１）共働事業経費収支計算書（第６号様式） 

（２）事業の経過又は成果を証する書類等 

（共働事業報告会） 

第 16 条 市長が、共働事業報告会を公開で開催する場合は、実施団体と事業部

署は、当該決定事業の成果を報告しなければならない。 

（共働事業の評価） 

第 17 条 市長は、提出された第 16 条に規定された報告書等を審査委員会に渡

し、審査委員会は、これをもとに実施事業の成果及び共働の効果について評

価を行う。 



 

（決定事業の公表） 

第 18 条 市長は、決定事業を決定したときは実施団体の名称及び決定事業の内

容について公表するものとする。決定事業が完了したときはその結果及び評

価についても公表する。 

（補則） 

第 19 条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、

市民局長が定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２０年４月１０日から施行する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２２年３月２４日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（第１号様式） 

平成  年  月  日 

福 岡 市 長  

団体名  

所在地 

〒 

 

 

代表者 

職・氏名 
 

平成  年度共働事業応募書 

 

福岡市と共働により課題解決を図るため、次のとおり平成 年度共働事業の提案をします。 

提案事業の名称  

市のテーマ名  

提案事業の 

目的及び概要 

 
※詳細については２号様式

に記入し、ここでは要約し

て欄内に収まるように記入

してください。 

 

 

事業の実施予定期間 平成  年  月  日～平成  年  月  日 

福岡市負担額 

及び事業予算総額 

福岡市負担額        千円 

（事業予算総額        千円） 

（添付書類） 

① 共働事業提案企画書（第２号様式） 

② 共働事業収支予算書（第３号様式） 

③ 団体の概要書（第４号様式） 

④ 団体の定款、規約、会則等 

⑤ 団体の会員名簿または役員名簿 

⑥ 団体の前年度活動報告書 

⑦ 団体の前年度収支計算書 

⑧ 団体の内容がわかるもの（ﾁﾗｼ・ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ） 

※ 添付書類は、必ず提出してください。前年度活動報告書及び前年度収支計算書については、特に様式はあ

りませんので、既存のものでかまいません。 

※ 各項目全てを必ず記入されなくても結構です。ただし、記入された内容で審査を行います。 



 

 事 業 提 案 企 画 書 
 

(記載が複数ページにまたがっても差し支えありませんので、できるだけわかりやすく具体的に記述してくだ

さい。ただし、この企画書はA4サイズで4ページ以内で記述願います。) 
 
提案団体名 

  

提案事業の名称  

提案事業の目的  

課題の緊急性・重要

性（市民ニーズを含

む） 

 

１.解決する課題 

２.市民ニーズ 

３.その他 

問題解決の手法・形

態 

１.課題解決の方策 

２.問題解決の先駆性・先進性・アイディア・工夫 

３.その他 

市の役割・責任分担 １.提案団体が果たそうとする役割 

２.福岡市に期待する役割 

３.福岡市の担当の担当部署と何らかのかかわりがある場合は、その部署名、経緯及

び内容 

（第２号様式） 



 

 
共働の必要性 

（共働事業の効果･利

点を含む） 

１.共働の必要性 

２.共働することによる相乗効果 

事業の内容 

 

（目標・成果・実施期間・従事者・参加予定者・実施場所・予算額などを取り組む事

業ごとに記載） 

事業の実施体制 

事業スケジュール 

（第２号様式） 



 

 

地域や他団体との連

携 

事業の展望及び今後

の活動展開 

（第２号様式） 



 

共 働 事 業 収 支 予 算 書 

提案団体名         

提 案 事 業 名  

＜収 入＞ 

科  目 金  額 内  訳 

自
己
資
金
等 

 

 

 

 

  

   自己資金等合計(ａ)   

福岡市負担金申請額(ｂ)   

収入合計(ｃ)＝(ａ)+(ｂ)   

＜支 出＞ 

科  目 金  額 内  訳 

事
業
実
施
経
費 

 

 

 

 

 

 

  

事業実施経費合計（ｄ）   

管
理
運
営
経
費 

 

 

 

 

 

 

  

管理運営費合計（ｅ）   

総事業費(ｆ)＝(d)＋(e)  ※収入合計（ｃ）と同額 

＜事業収入＞ 

科   目 金  額 内  訳 

収
入
見
込
み 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業収入見込みの合計（ｇ）   

（添付書類等）１．人件費等については、積算の根拠（これまでの実績や独自の単価表）を

添付すること 

      ２．参加料などの事業収入を見込む場合は「収入見込み」欄に計上すること

（第３号様式） 



 

（第４号様式） 

団 体 の 概 要 書 

団  体  名 （ふりがな） 

所 在 地 〒 

代 表 者 氏 名 （ふりがな） 

 

 

 

 

連絡者氏名 

   住所 

   電話   （    ）      FAX 

   e-mail 

設立 （活動）開始 年月 

（NPO 法人設立年月） 

    年   月   活動歴   年    ケ月（平成  年 月末日現在） 

※ＮＰＯ法人の場合（NPO 法人設立    年   月） 

会 員 数 

(構成員数) 

個人： 

団体： 

主 な 活 動 地 域 福岡市     区 

その他（         ）

入会条件 

（会報、広報誌等の発行） 

 有 （年   回発行）   ／  無 
広報関係の有無 

（ホームページ） 

    有 （URL             ） ／ 無 

団 体 の 目 的 

 

 

 

 

 

 

 

主 な 活 動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これまでに助成金

や委託を受けた実績 

※これまでに福岡市や他の行政機関から事業を受託したことがある場合は、事業名・委託契約先名・

受託時期を、また、これまでに福岡市や他の行政機関、民間団体等から助成金を受けたことがある場

合は、名称、助成団体、金額、時期等を記入してください（過去５年間程度）。 

 

 

 

 

 



 

（第５号様式） 

  

平成  年  月  日 

福岡市長 吉田  宏 様 

 

実行委員会名  

所在地 
〒 

 

代表者 

職・氏名 
印 

 

 

共 働 事 業 実 績 報 告 書 

 

 

平成  年  月  日付  第   号により負担金の交付を受けた  事業に

ついて、下記のとおり事業を実施したので、その実績を報告します。 

 

記 

 

事 業 の 名 称  

事 業 の 実 施 期 間 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

事 業 の 実 施 状 況 

（１）共働事業経費収支計算書（第６号様式） 

 

（２）事業の経過又は成果を証する書類等  

市負担金交付決定額 円 

市 負 担 金 清 算 額 円 



 

共 働 事 業 経 費 収 支 計 算 書 

             実行委員会 

事 業 名  

＜収 入＞ 

科  目 予算額（Ａ） 決算額（Ｂ） 増減（Ｂ－Ａ） 備 考 

ＮＰＯ負担金額  (ａ）   

福岡市負担金額  (ｂ)   

その他雑収入    預金利息 

収入合計  (ｃ)   

＜支 出＞ 

科  目 予算額（Ａ） 決算額（Ｂ） 増減（Ａ－Ｂ） 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業実施経費合計  (ｄ)   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管理運営費合計  (e)   

総事業費合計  
(ｆ)＝(d)＋(e) 

 
  

＜事業収入＞ 

科   目 予算額（Ａ） 決算額（Ｂ） 増減（Ｂ－Ａ） 備 考 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

事業収入合計  (ｇ)   

 

＜精算対象額＞ 

 

収入合計(ｃ) － 総事業費合計(ｆ)   ＋ 事業収入合計（ｇ）  ＝ 精算対象額 

 

        －          ＋            ＝              

（第６号様式） 

円 円円 円

 
残余金 

 
事業収入



（五十音順）

氏　　　名 所　属　等 分　　　野

岡 村 和 昭 　福岡市市民局（コミュニティ推進部長） 行　　政

小 山 田 浩 定 　総合メディカル株式会社 企業関係者

　辻　　　　桂　子 　九州大学子どもプロジェクトアドバイザー 地域活動アドバイザー

永 渕 英 洋 　福岡市総務企画局（企画調整部長） 行　　政

福 山 誠 　福岡市自治協議会第７区会長会 地域関係者

森 田 昌 嗣 　九州大学大学院芸術工学研究院 学識経験者

山 形 紀 子 　西日本新聞社 報道関係者

任期：平成２２年４月１日～２４年３月３１日

「福岡市共働事業提案制度審査委員会」委員名簿



資料９

福岡市ＮＰＯ活動支援基金・助成事業 

 

 

 基金の概要 （基金開始：１６年度） 
（１）財政状況が厳しいＮＰＯ法人を支援するため、福岡市が1,000万円を拠出して平成１６

年４月に基金を創設し、市民や事業者、団体からＮＰＯを支援する寄付金を市が受入

れるとともに、この寄付を原資としてＮＰＯ活動に対し補助金として助成を行っている。 

（２）寄付金の獲得のため、市及びＮＰＯ・ボランティア交流センターホームページや市政だ

よりによる広報のほか、ＮＰＯ団体などに向けたメールマガジンの送信、助成や基金に

対する説明会の開催、不要入れ歯回収事業、寄付自動販売機の設置、ふるさと納税

のメニューとしてのＰＲなどを行っている。 

 

＜基金の特徴＞ 

（１）寄付者は税制上の優遇措置（寄付控除・損金算入）を受けることが可能。 

（２）寄付者は、支援先について希望を付すことができる。 

 

＜寄付受入の状況＞ 

Ｈ１６年度 １２件   635,000円（個人11件，団体 １件） 

Ｈ１７年度  ５件   670,016円（個人 4件，団体 １件） 

Ｈ１８年度 １３件   746,701円（個人10件，団体 ２件，企業  １件） 

Ｈ１９年度 １５件  5,751,774円（個人 7件，団体 ３件，企業  ５件） 

Ｈ２０年度 １４件  1,127,978円（個人 5件，団体 ９件，企業  ０件） 

Ｈ２１年度 ３３件   642,980円 （個人10件，団体 ２件，企業 2１件） 

 

 

 助成の概要  
＜補助対象事業＞ 

次の①～③を全て満たす事業が対象。 

① あらかじめ市に登録されたＮＰＯ法人が行う活動 

② 地域社会の発展に資すると認められる活動であって、以下の１～１７の補助対象事業

のいずれかに該当する活動（宗教活動、政治活動または選挙活動を除く）に係る経費 

③ 平成２２年７月１日～平成２３年３月３１日の間に実施される事業（２２年度助成の場合） 

 
★補助対象事業 
 
１ 保健、医療又は福祉の増進を図る活動    10 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 
２ 社会教育の推進を図る活動         11 子どもの健全育成を図る活動 
３ まちづくりの推進を図る活動        12 情報化社会の発展を図る活動 
４ 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を   13 科学技術の振興を図る活動 
  図る活動                 14 経済活動の活性化を図る活動 
５ 環境の保全を図る活動           15 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援 
６ 災害救援活動                 する活動 
７ 地域安全活動               16 消費者の保護を図る活動 
８ 人権の擁護又は平和の推進を図る活動    17 以上の活動を行う団体の運営又は活動に関 
９ 国際協力の活動                する連絡、助言、又は援助の活動 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

除外規定 

※共働事業提案制度を申請する予定の事業、市の補助金の交付を受けている（受ける予

定の）事業、すでに終了した事業、市外で実施される事業、支出済の活動経費、法人

運営上の経常的な経費等は補助の対象とならない。 

 

＜助成の方法＞ 

（１）申請された事業は、福岡市ＮＰＯ活動推進補助金審査会において審査を行い、補助事

業及び補助金額を決定。 

（２）この審査会では、第一次審査（書類審査）、第二次審査（公開プレゼンテーション）を行

う。 

審査のポイント 

①先駆性 新しい社会を作り上げるための先駆けたものである。 

②必要性 社会的な期待度やニーズの高い活動である。 

③専門性 地域性、独創性、迅速性、専門性など、ＮＰＯ活動としての特性が

活かされている。 

④波及性 事業効果が将来的に発展、継続する可能性があり、効果の広がり

が期待できる。 

⑤現実性 事業計画、資金計画、スケジュール等が明確であり、客観性、現

実性がある。 

⑥公開性 事業運営の公開性、透明性が高い。 

⑦自立性 自己努力による資金確保に努めている。 

⑧発展性 補助金を受けることで事業が進展する。 

 

＜助成実績＞ 

Ｈ１６年度 ３事業    ４５０,０００円 

Ｈ１７年度 ３事業    ２８０,０００円 

Ｈ１８年度 ７事業 １,３２１,７２０円 

Ｈ１９年度 ３事業    ４８８,７１５円 

Ｈ２０年度 ３事業    ５００,０００円 

Ｈ２１年度 ９事業 ４,３３４,６９０円 

Ｈ２２年度 ８事業 ２,５４７,５００円 















福岡市ＮＰＯ活動推進補助金審査会設置要綱 

 

 （設置） 

第１条 福岡市ＮＰＯ活動推進補助金制度に係る審査等を行うため，福岡市ＮＰＯ活動推進補

助金審査会（以下「審査会」という。）を設置する。 
 

 （所掌事務） 

第２条 審査会は，市長の諮問に応じ，次の各号に掲げる事項を調査審議する。 

(1) 福岡市ＮＰＯ活動団体の登録に関すること。  

(2) 福岡市ＮＰＯ活動推進補助金の審査に関すること。  

(3) 前２号に掲げるもののほか，福岡市ＮＰＯ活動推進補助金制度に関し市長が必要と認め  

ること。  
 

 （組織） 

第３条 審査会は，委員６人以内をもって組織する。 
 

 （委員） 

第４条 委員は，次の各号に掲げる者のうちから，市長が委嘱する。 

 (1) 学識経験者  

 (2) 市民公益活動実践者 

 (3) その他市長が必要と認める者  
 

 （委員の任期） 

第５条 委員の任期は，２年とする。 

２ 委員は，再任されることができる。 
 

 （会長） 

第６条 審査会に，会長及び副会長を置くものとし，委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は，会務を総理し，審査会を代表する。 

３ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき，又は欠けたときは，その職務を代理す

る。 
 

 （会議）                                  

第７条 審査会の会議は，会長が招集する。 

２ 会議は，委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 
 

 （庶務） 

第８条 審査会の庶務は，市民局市民公益活動推進課において処理する。 
 

 （委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか，審査会の運営に関し必要な事項は，会長が審査会に

諮って定める。 
 

   附 則 

 この要綱は，平成 16 年９月１日から施行する。 

 この要綱は，平成 17 年４月１日から施行する。 



 

福岡市ＮＰＯ活動団体登録要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は，福岡市ＮＰＯ活動支援基金に基づく助成を受けようとする団体が，

あらかじめ市に登録をするに当たっての要件，手続等について，必要な事項を定めるこ

とを目的とする。 
 

（登録の要件） 

第２条 登録を受けることのできる団体は，次の各号のいずれにも該当しなければならない。 

(1) 特定非営利活動促進法（平成 10 年法律第７号。以下「法」という。）に定める特定

非営利活動法人であること。 

(2) 主たる事務所又は従たる事務所の所在地が福岡市内にあること。 

(3) 特定非営利活動を行う区域が主として福岡市内であること。 

(4) 事業費の総額のうち，非営利活動に係る事業費の占める割合が，100 分の 50 以上で

あること。 

(5) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）

第２条第２項に規定する暴力団をいう。）又は暴力団若しくはその構成員（暴力団の

構成団体の構成員又はその構成員でなくなった日から５年を経過しない者を含む。）

の統制の下にある団体でないこと。 

(6) 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11 年法律第 147 号）第

５条及び第８条に規定する処分を受けている団体又はその構成員の統制の下にある団

体でないこと。 
 

（登録の申請） 

第３条 登録を希望する団体は，福岡市ＮＰＯ活動団体登録申請書（様式第１号）に，福

岡市ＮＰＯ活動団体登録簿（様式第２号），確認書（様式第３号），その他市長が必要

と認める書類を添えて市長に提出しなければならない。 
 

（登録の認定） 

第４条 市長は，前条の申請に対し，第２条に規定する要件に適合すると認めるときは福

岡市ＮＰＯ活動団体として登録し，その申請内容について公開するものとする。 
 

（登録の通知） 

第５条 市長は，前条の規定により登録したときは，福岡市ＮＰＯ活動団体登録決定通知

（様式第４号）により，登録しなかったときは，福岡市ＮＰＯ活動団体登録拒否通知書

（様式第５号）により，当該団体に通知するものとする。 
 

（登録の変更） 

第６条 登録を受けた団体（以下「登録団体」という。）は，第３条に掲げる書類の内容

 



 

 

に変更があったときは，福岡市ＮＰＯ活動団体登録変更届（様式第６号）に，変更後の

書類を添えて，速やかに，市長に届け出なければならない。 
 

（登録の抹消） 

第７条 市長は，登録団体が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは，その登録を

抹消することができる。 

(1) 第２条に規定する要件を失ったとき。 

(2) 偽りその他不正の手段により登録を受けたと判明したとき。 

(3) 登録団体から登録抹消の申し出があったとき。 

(4) その他市長が特に必要があると認めたとき。 

２ 市長は，前項の規定により登録を抹消したときは，速やかに，福岡市ＮＰＯ活動団体

登録抹消通知（様式第７号）により，当該団体に通知するものとする。 
 

（補則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか，団体の登録に関し必要な事項は，市長が定める。 

 

   附 則 

  この要綱は，平成 16 年 ４月１日から施行する。 

  この要綱は，平成 17 年 ３月１日から施行する。 

 この要綱は，平成 18 年 １月１日から施行する。 

 この要綱は，平成 18 年 10 月１日から施行する。 

 この要綱は，平成 19 年９月１日から施行する。 

  

 











市民活動団体等に関する調査データ集

資料１０



市民の社会貢献に関するデータ
［表１］市民公益活動の認知度 10- １ページ
［表２］市民公益活動は必要だと思うか 10- １ページ
［表３］過去5年間、市民公益活動に参加したことがあるか 10- １ページ
［表４］市民公益活動に参加した理由 10- １ページ
［表５］市民公益活動に参加したきっかけ 10- １ページ
［表６］市民公益活動を行う場所 10- １ページ
［表７］市民の自主的な取り組みへの意識 10- ２ページ
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［表20］重要だと思うＮＰＯの情報 10- ４ページ
［表21］公開している情報 10- ４ページ
［表22］ホームページの有無 10- ４ページ
［表23］ＮＰＯ法人の情報開示の方法 10- ４ページ
［表24］市民公益活動について知りたいこと 10- ４ページ

ＮＰＯへの信頼に関するデータ
［表25］ＮＰＯ法人に対する信頼 10- ５ページ
［表26］悪用事例への対策 10- ５ページ

行政からの必要な支援、ＮＰＯの課題等に関するデータ
［表27］行政からの必要な支援 10- ５ページ
［表28］市民公益活動をより活発にするために、行政に期待すること 10- ５ページ
［表29］ＮＰＯの課題 10- ５ページ
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［表38］過去２年間に、行政と連携・協働を行った活動 10- ７ページ
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［表40］行政と連携・協働した活動の問題点 10- ７ページ
［表41］連携・協働についての行政への要望 10- ７ページ
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60.3% 必要である 46.6%
参加したことがある・現在参加し
ている

29.7%

26.6% どちらかといえば必要である 32.2% 全く参加したことがない 67.3%

10.4% どちらかといえば必要ない 2.7% 無回答 3.0%

2.7% 必要ない 1.8%

わからない 14.1%

無回答 2.7% 居住地域内 69.7%

37.1% 職場や学校の付近 7.0%

34.2% 市内全域 6.1%

28.8%
職場や地域、学校などの当番がま
わってきて

22.9% 市外 1.3%

16.4%
職場や地域、学校などで参加の呼び
かけがあって

21.1% 特に決まっていない 3.0%

15.8% 自分で思いたって 12.9% その他 1.6%

15.1%
活動をしている人から手伝いを頼ま
れて

11.1% 無回答 11.2%

13.9% 家族や友人に勧められて 8.2%

13.8% 実際に活動をしている人に接して 6.3%

10.0% 講座・研修、イベントなどに参加して 4.9%

8.1%
マスコミやインターネットなどで活動
していることを知って

0.9%

7.9% その他 3.9%

3.9% 無回答 7.9%

2.5%

8.1%

9.6%

［表２］市民公益活動は必要だと思うか
(H18福岡市）

身近に放っておけない問題や課
題があったから

自分のやりがいを感じるから

経験や知識、趣味や特技をいか
せるから

友人や仲間をつくりたいから

活動目的に共感したから

社会をよくすることができるから

自分自身の精神的な向上のため

自分を必要とされていると感じら
れるから

［表１］市民公益活動の認知度
(H18福岡市）

余暇の時間を有効に過ごしたい
から

楽しいから

自分や家族がボランティアに助
けられたことがあるから

［表４］市民公益活動に参加した理由
(H18福岡市）

［表６］市民公益活動を行う場所
(H18福岡市）

［表５］市民公益活動に参加したきっかけ
(H18福岡市）

無回答

人の役に立ちたいと思ったから

［表３］過去5年間、市民公益活動に参加し
たことがあるか(H18福岡市）

聞いたこともないし、内容も知ら
ない

聞いたことはあるが、内容は知ら
ない

聞いたことがあるし、内容も知っ
ている

無回答

現在や将来の仕事に役立つから

その他

市民の社会貢献に関するデータ



33.4%
ボランティアとして参加したことがあ
る

4.1% 友人や知人に誘われた 48.9%

46.2% 会員として参加したことがある 1.3% 都道府県や市町村の案内を見た 19.3%

7.8% 役員として参加したことがある 1.0% 職場や学校の案内を見た 19.3%

2.0% 有給常勤スタッフとして参加あり 0.2%
ＮＰＯを支援する民間団体の案内
を見た

11.9%

10.5% 有給非常勤スタッフとして参加あり 0.1%
インターネットや新聞・雑誌の情
報

8.9%

上記以外の立場で参加したことがあ
る

1.7%
ＮＰＯの広報誌やホームページを
見た

5.9%

参加したことがない 91.8% その他 10.4%

50.5 わからない 0.9% わからない -

29.6

28.8

19.1 目的や活動内容が共感できること 63.5%

10.1 自分の能力を発揮できること 33.9%

8.4 行政と協力して活動を行っていること 21.4%

2.3
市民が自立して活動を行っているこ
と

19.1%

2.1 活動の成果をあげていること 17.3%

5.5 多くの市民が参加していること 17.0%

4.1 一般によく知られていること 11.0%

積極的に情報発信（呼びかけ）して
いること

9.3%

その他 0.5%

わからない 2.0%

［表11］参加するＮＰＯを選ぶ際に重視する点
（H17内閣府世論）

［表７］市民の自主的な取り組みへの意識
（H17内閣府世論）

［表10］活動に参加しなかった理由
（H17内閣府世論）

大切である

［表８］過去５年間にＮＰＯが行う活動に参加
したことがあるか（H17内閣府世論）

［表９］活動に参加したきっかけ
（H17内閣府世論）

ある程度大切である

あまり意味がない

意味がない

わからない

きっかけや機会がない

ＮＰＯに関する情報がない

活動に参加する時間がない

ＮＰＯについて関心がない

身近に参加したいと思うＮＰＯが
ない

一緒に参加する仲間がいない

団体に属さず個人で社会貢献活
動

職場や家庭、周りの理解が得ら
れない

その他

わからない



17.3% 0人 60.4% 0人 30.8%

32.5% 1人以上5人未満 23.9% 1人以上5人未満 28.1%

5人以上10人未満 17.4% 5人以上10人未満 4.4% 5人以上10人未満 13.9%

15.4% 10人以上20人未満 2.7% 10人以上20人未満 12.2%

8.4% 20人以上50人未満 1.0% 20人以上50人未満 6.2%

1.4% 50人以上 0.0% 50人以上 1.3%

7.5% 無回答 7.5% 無回答 7.5%

70.5
寄附金の使いみちが明らかであるこ
と

63.4% 特に取組を行わなかった 41.7%

27.9
ＮＰＯ活動の目的や内容に賛同でき
る

41.1%
特定の個人や企業に直接的に寄
附や寄贈の働きかけ

37.6%

1.7 活動を行うための組織が整っている 17.9%
機関紙やニューズレター、チラシ
の内容や配布先の工夫

22.3%

社会一般の評価が高いこと 13.0% コンサートやイベント等の利用 12.6%

積極的に寄附の募集活動を行って
いる

4.3%
ホームページやブログ、メールマ
ガジンの内容や配布先の工夫

12.4%

多くの人が寄附しているＮＰＯである 4.3%
行政や他団体（中間支援組織等）
発行の広報誌の利用

6.3%

その他 0.5%

行政や中間支援組織、インター
ネット・ポータルサイト等が運営す
るインターネット上のＮＰＯサイト
やボランティア・サイトの利用

6.2%

特にない 12.7% 認定ＮＰＯ法人制度の活用 4.2%

わからない 6.1%
新聞、雑誌、ラジオ、テレビ等の
マスメディアの広告やＣＭの利用

3.9%

インターネット寄附やクリック寄附
ができるウェブ・サイトへの登録

1.6%

地域通貨やタイム・ストック制の
参加団体として登録

0.6%

その他 5.2%

［表14］非常勤スタッフ数
（H20内閣府）

［表15］ＮＰＯに限らずこの1年間に寄附を
したこがあるか（H17内閣府世論）

［表16］寄付するＮＰＯを選ぶ際に重視する点
（H17内閣府世論）

10人以上20人未満

20人以上50人未満

50人以上

無回答

ある

わからない

［表12］スタッフ合計数
（H20内閣府）

［表13］常勤スタッフ数
（H20内閣府）

［表17］資金を得るための取組（H19内閣
府）

0人

1人以上5人未満

ない

資金・寄附に関するデータ

人に関するデータ



8.9% 重要 76.7% 活動の目的 57.3%

60.5%
法で義務付けられているためやむを
得ない

24.3% これまでの活動成果 34.8%

30.6% 分からない 5.7% 今後の活動予定 25.9%

その他 3.7% 活動の規模 19.9%

無回答 1.5% 社会一般の評価 19.5%

95.4% 収支や資産残高などの財務状況 10.7%

41.3% 役員、従業員への報酬、給与 6.9%

社員全員の名簿 23.6% 持っている 59.8% 役員、会員、スタッフの名簿 5.5%

寄附の受け入れ状況 19.0% 持っていない 39.2% ＮＰＯに寄附した者の名簿 2.1%

寄附を充当した事業の内
容

13.3% 無回答 1.1% その他 0.5%

役員の報酬、従業員の給
与に関する規定又は支給
状況

12.7% 特にない 13.2%

主な取引先と取引状況 6.6% わからない 10.7%

その他 4.1%
活動団体の趣旨や目的、活動内容
の紹介

41.3%

1.6% 市民公益活動に関するイベント情報 21.1%

ボランティア募集情報 11.1%

市民公益活動に関する講座・セミ
ナーなどの情報

7.5%

93.7%
市民公益活動に関する相談窓口の
情報

5.6%

66.8% その他 2.5%

47.1% 無回答 10.8%

ホームページ 23.1%

広報誌 18.5%

中間支援組織の広報媒体 13.3%

新聞 0.8%

その他 4.2%

3.0%

［表19］情報公開に対する意識（H17内閣府）

無回答

法の義務づけのない書類

［表24］市民公益活動について知りたいこと
(H18福岡市）

［表22］ホームページの有無（※ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを利
用している団体対象）（H20内閣府）

［表18］情報量に対する認識
（H17内閣府世論）

十分である

不十分である

わからない

［表20］重要だと思うＮＰＯの情報
（H17内閣府世論）

［表21］公開している情報（H17内閣府）

法で義務付けされた書類

事務所内の閲覧

内
訳

無回答

［表23］ＮＰＯ法人の情報開示の方法
（H17内閣府）

事務所内の閲覧以外の方法で公
開

内
訳

何らかの方法で公開

ＮＰＯの情報公開に関するデータ



信頼できる 6.5%
悪用事例が発生しないように行政が
審査・監督を厳しくするべき

61.5% 活動に対する資金補助 71.3%

おおむね信頼できる 24.0%
悪用事例が発生した時点で、行政が
速やかに対処すべき

40.4%
活動や情報交換の拠点となる場
所の確保・整備

51.8%

どちらともいえない 40.7%
ＮＰＯ法人の情報公開を徹底し、市
民がＮＰＯ法人を十分チェックできる
ようにすべき

35.2%
市民や企業等に活動を周知させ
るための広報活動

49.0%

あまり信頼できない 11.0%
ＮＰＯ法人の役員に対する責任を重
くすることで悪用を抑制すべき

21.6% 活動に必要な備品や器材の提供 45.4%

信頼できない 4.7% その他 0.4%
市民が活動を体験できる場や機
会の提供

31.0%

わからない 12.9%
簡易な手続きである以上やむを得な
い

2.7% 行政に関する情報の提供 29.9%

わからない 11.2%
活動メンバーの能力向上のため
の研修

28.4%

事故に対する保険制度の整備・
援助

27.1%

40.9%
市民や企業等が活動の情報を得
られる仕組みの整備

24.7%

26.9%
ＮＰＯ自身が市民に対して積極的に
理解を求めていくこと

46.3%
活動への評価・表彰制度の創設・
拡充

11.8%

21.6%
行政がＮＰＯの活動に必要な基盤づ
くりを充実させること

27.8% その他 3.1%

16.7%
職場や学校などで、会社員や学生な
どが活動に参加する機運を高めるこ
と

22.7% 無回答 0.6%

16.6%
ＮＰＯ活動を客観的に評価する仕組
みを設けること

18.7%

16.3%
市民一人ひとりが積極的に活動へ参
加すること

17.6%

15.7% その他 0.6% ＮＰＯに関する情報提供の充実 47.6%

15.2% 特にない 8.8% 悪質なＮＰＯの排除 38.8%

14.8% わからない 11.3% ＮＰＯの担い手となる人材の育成 29.4%

14.1% ＮＰＯに対する活動資金の助成 20.9%

13.5%
活動への参加希望者とＮＰＯとの
橋渡し

17.7%

11.9%
ＮＰＯの活動場所や資材などの提
供

16.8%

9.8% ボランティア休暇制度の促進 14.2%

4.0%
ＮＰＯと協働して実施する事業の
推進

11.9%

2.8%
ＮＰＯやその他の団体と交流機会
提供

9.6%

9.4% その他 0.2%

何もしない方がよい 2.0%

わからない 15.9%

［表25］ＮＰＯ法人に対する信頼
（H17内閣府世論）

無回答

活動実績・経験に対する社会的
評価の向上

活動をしている団体と、企業や行
政との協力関係の構築

活動の指導者やコーディネー
ターなどの人材育成

相談体制の充実

活動場所となる施設の整備

講座や研修などの学習機会の充
実

行政が行う事業やイベントで活動
する機会を増やす

企業の社会貢献活動の促進

職場の理解が得られやすくなる
ような環境づくり

市民公益活動に対する行政職員
の意識向上

［表27］行政から必要な支援（H20内閣府）

活動の事例紹介などの情報提供

経済的な支援

市民公益活動を学校教育で積極
的に取り上げる

［表28］市民公益活動をより活発にするた
め行政に期待すること(H18福岡市）

［表29］ＮＰＯの課題（H17内閣府世論）

［表26］悪用事例への対策（H17内閣府世論）

活動をしている団体と、企業など
との交流会の開催

その他

［表30］行政に対する要望（H17内閣府世
論）

必要な支援に関するデータＮＰＯへの信頼に関するデータ

ＮＰＯの課題に関するデータ

行政に期待すること・要望



H19 経験がある 13.9% 知っている 22.1%

8.0% 経験はない 86.1%
聞いたことはあるが、内容はよく
知らない

37.7%

15.7% 知らない 34.9%

73.1% 無回答 5.3%

3.1% 専門性、事業能力などの向上 39.0%

行政の組織・仕組みに対する理解の
促進

36.6%

情報公開 18.6% ＮＰＯの支援、育成である 39.4%

分からない 3.0%
市民ニーズに対して的確に応え
る手法である

26.2%

19.0% その他 2.8%
事業のアウトソーシング（外部委
託）であり、コストカットが図れるも
のである

22.5%

17.4% 手間がかかり、面倒である 11.3%

8.5% その他 11.2%

39.1% 必要だと思う 24.3%

15.9% どちらかといえば必要だと思う 55.2%

どちらかといえば必要だと思わない 9.8%

必要だと思わない 3.7%

無回答 7.0%

［表35］ＮＰＯと行政の共働を進めるために
ＮＰＯに期待すること(H19福岡市職員）

H19H21福岡市職員

よく知っている。

知っている。

あまり知らない。

無回答

全く知らない。

30.3%

［表34］ＮＰＯと共働して課題として感じた
こと(H19福岡市職員）

［表33］市職員の共働事業提案制度の認
知度(H21福岡市職員）

［表32］市職員の共働の経験
(H19福岡市職員）

1.9%

4.7%

［表31］市職員のＮＰＯの認知度

H21

6.2%

56.8%

［表36］ＮＰＯとの「共働」のイメージは、ど
のようなものか。(H21福岡市職員）

［表37］これからの公共サービスにおいて、Ｎ
ＰＯとの共働は、必要だと思うか。(H21福岡市

職員）

その他

事業内容（サービス内容）の向上
につながらなかった

手間がかかり、面倒であった

行政の仕組みや立場を理解して
もらえなかった

不満に感じたことは特になかった

共働に関する福岡市のデータ



36.2%
委託金額が実際に必要な額に比べ
て安価であった

34.4%
行政側からの資金負担が少なく、
ＮＰＯ側の経済負担が大きかった

26.1%

30.5%
委託事業を継続的に受けないと、法
人の活動の維持が難しい

31.5%
実施するまでの手続きが煩雑
だった

18.0%

27.9% 手続が煩雑であった 20.3%
今まで行政と連携・協働した活動
を行ったことはない

12.9%

27.0%
委託の受託決定から資金の支給ま
での期間が長かった（つなぎの資金
が必要等）

19.9%
企画の実施に際して行政側の関
与が少なすぎた

9.1%

23.1%
募集時期が限定されていたり、募集
期間が短かった

8.7%
企画や実施に際して行政側の関
与が多すぎた

5.9%

18.8%
受託事業のため、本来の活動を行う
余裕がなくなった

5.8% 実態にあっていない計画だった 4.3%

6.9% その他 5.4%
実施に際して発生した問題を行
政とＮＰＯ法人とが協力して解決
できなかった

3.7%

6.9% 特段の問題を感じなかった 24.1% その他の問題点 8.2%

6.4% 問題と感じたことは特段ない 22.9%

9.9%

23.8%

58.8% 手続が煩雑であった 27.6%

37.8%
資金の用途の限定が実施上の障害
となった

20.4%

30.3%
支援決定から支給までの期間が長
かった

20.4%

22.4% 金額が少なく、活動に支障が生じた 19.7%

9.9%
募集時期が限定されていたり、募集
期間が短かった

7.6%

9.7% 支援内容がわかりにくかった 4.3%

7.8%
資金を受け入れることによって、か
えって活動が制限された

3.6%

6.2% その他 7.6%

5.7% 特段の問題を感じなかった 31.6%

特に求めることはない

［表42］行政から補助金・助成金を受ける際の
問題点(H18内閣府）

［表39］行政から事業委託を受ける際の問題
点(H18内閣府）

行政職員を対象にした研修等を
開催した

連携・協働に関するＮＰＯの能力
向上研修を行ってほしい

その他

連携・協働に関する手続を簡素
化してほしい

連携・協働に関する条例や指針
をつくってほしい

法人の行う活動に対し、行政から
資金（補助金や委託費等）を受け
た

行政が行う事業の企画立案に参
加した（各種審議会、委員会等へ
市民活動団体、市民代表として
参加、参与）

行政との共催の行事を実施した

行政との定期的に情報交換を
行った

恒常的な活動拠点として公共施
設を使用した

法人の運営（人件費、管理費）に
対し、行政から資金（補助金や委
託費等）を受けた

公共施設の管理・運営を行った
（指定管理者・管理運営委託等）

協働事業を行政に提案する制度
に応募し、対象となった

［表40］行政と連携・協働した活動の問題
点(H18内閣府）

連携・協働に関して、内容や決定
経過等の情報を積極的に公開し
てほしい

連携・協働の成果を評価する仕
組みをつくってほしい

それ以外の連携・協働

行政との具体的な関係はない

［表38］過去２年間に、行政と連携・協働
を行った活動(H18内閣府）

［表41］連携・協働についての行政への要
望(H18内閣府）

ＮＰＯにおいても人件費等の経費
がかかることを理解し、適切な経
費を負担してほしい

行政とＮＰＯが対等な関係での取
り組みであることを理解してほし
い

共働に関する国のデータ
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Ｈ17内閣府世論 内閣府「NPO（民間非営利組織）に関する世論調査」
調査対象（全国20歳以上の者3,000人）回答件数（1,863）

Ｈ17内閣府 内閣府「平成17年度市民活動団体基本調査」
調査対象（ＮＰＯ法人）回答件数（1,010）

Ｈ18内閣府 内閣府「平成18年度市民活動団体基本調査（特定非営利活動法人と官とのパート
ナーシップに関する基礎調査）」
調査対象（NPO法人）回答件数（1,019）

Ｈ19内閣府 内閣府「平成19年度市民活動団体基本調査（市民活動への参加や支援に必要な情
報に関する調査）」
調査対象（ＮＰＯ法人）回答件数（1,469）

Ｈ20内閣府 内閣府「平成20年度市民活動団体等基本調査」
調査対象（NPO法人、任意団体）回答件数（4,465）

Ｈ18福岡市 福岡市「平成18年度市政に関する意識調査」
調査対象（福岡市内に居住する満20 歳以上の男女）回答件数（2,254）

Ｈ19福岡市職員 福岡市「ＮＰＯとの共働に関する意識調査調査」
調査対象（市職員）回答件数（1,641）

Ｈ21福岡市職員 福岡市「コミュニティに関する職員アンケート調査」
調査対象（市職員）回答件数（2,449）

H20あすみん 福岡市「団塊世代のためのボランティア・インターンシップ調査」
調査対象（あすみん登録団体）回答件数（395）

北村安樹子「ＮＰＯにかかわる若者の働き方と仕事観」Life Design Reprt
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